
唐津市立学校の教育職員に関する

業務量管理・健康確保措置実施計画

～教育職員の働きやすさと働きがいを両立し、教育の質を高める～

唐津市総合教育会議資料 （Ｒ８.２.２６）

唐津市教育委員会事務局

学校教育課



1. 計画の趣旨、現状

◆ 教育活動の質の維持・向上

教育職員が健康で専門性を発揮し、活き活きと教育に邁進できる環境を構築する。

◆ 持続可能な教育環境の実現

学校・保護者・地域が課題を共有し、組織全体で働き方改革を推進する。

全ては、

唐津を愛し 未来をひらく 人をはぐくむ

教育の実現のために
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平均時間/月 45h超の割合 80h超の割合

小学校 28.4時間 19.6% 0.7%

中学校 35.2時間 29.5% 2.6%

1. 計画の趣旨、現状（令和6年度実績値）

◇成果「学校現場の業務改善計画（令和５～７年度 ３か年）の取組」

・ 令和４年度と比較し、時間外在校等時間の月平均時間、４５時間以上の職員

数ともに減少傾向にある。

◆ 課題

・ 45時間以上の職員が小学校では約２割、中学校では約３割いる。

（全学年２クラス以上の学校では、約20％増加。）

・ 時間外在校等時間が１００時間以上となる教職員０は未達成。

2



1. 計画の趣旨、現状

通常の業務量の多さ・授業に係る教材作成に加えて・・・

教師の
負担感の増大

いじめ防止対応

不登校児童生徒対応
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教職員の業務が質的・量的に・・

○困難化

○複雑化

○多様化
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 ■ 時間外在校等時間の適正化

○月45時間以下の割合を100％に

○年間360時間以下の割合を100％に

○月平均時間を小中ともに30時間程度に

 ■ 健康・福祉の確保

○年次有給休暇取得：平均14日以上

○ストレスチェック「高ストレス者」：10％以下へ減少

○ストレスチェックで次の項目で全体の偏差値よりも良好な結果にする。

・心理的な仕事の負担の項目

・「働きがい」「上司からの支援」「同僚からの支援」

２.目標 4



３.計画の期間 令和８年度～令和１１年度

４.実施する業務量管理・健康確保措置の内容
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４.実施する業務量管理・健康確保措置の内容

学校以外が担う業務

 ・登下校の見守り

⇒保護者、地域住民のその他関係者の参画を得て、学校以外が管理を行う体制を構築

 ・放課後から夜間の見回り・補導

⇒保護者、地域住民が担う体制に委ね、学校における自主的な見回りは原則行わない

⇒保護者が第一義的な責任を負うことについて認識を共有

 ・保護者等からの過剰な苦情や不当な要求等の対応が困難な事案への対応

⇒専門家を活用できる環境の整備
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教師以外が積極的に参画すべき業務

 ・調査・統計への回答

⇒文書等の量の縮減及びICTを活用し負担軽減

 ・校内清掃

⇒各学校の工夫により、校内清掃の実施回数や範囲の合理化

 ・部活動の地域展開に向けた体制構築、負担軽減

⇒適正な部活動運営に向けた取組の推進

４.実施する業務量管理・健康確保措置の内容 7



教師の業務だが負担軽減を促進すべき業務

 ・授業準備、学習評価や成績処理

⇒ICTの活用と、教育支援員等の配置を促進する

 ・支援が必要な児童生徒・家庭への対応

⇒ＳＣ、ＳＳＷの活用と教職員と専門家が連携・協働した支援体制の構築

⇒生活支援員、医療的ケア看護職員、日本語指導に係る職員等と教職員の

協働を促進

⇒校内教育支援センターの設置と支援員の配置の促進

４.実施する業務量管理・健康確保措置の内容 8



４.実施する業務量管理・健康確保措置の内容

 ●時間外在校等時間の正確な把握と時間外の要因を把握し改善に努める

 ●教育課程を見直し、授業時間数の適正化を図る

 ●学校行事や会議の精選・効率化。日課表の見直し

 ●長期休業中の「学校閉庁日」の拡充
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４.実施する業務量管理・健康確保措置の内容

 勤務間インターバル（11時間を目安）を実施

 月80時間を超える職員に対し、医師による面接指導の実施

 ストレスチェックの活用

 年休取得の推進

 定時退勤日の実施徹底と、学校閉庁日の設定
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５．関連する取組、今後のフォローアップ
より良い教育の実現に向けて、更なる連携を

【文部科学省資料より】

「唐津の子どもたちのために、まず先生を元気に」

持続可能な唐津の教育を共に
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